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 選挙の年～ケニア大統領選からみる発展途上国の民主化～ 
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2016 年は EU 離脱を巡る英国国民投票や米国大統領選挙における事前の予想に反し

た結果に対して、金融市場が敏感に反応し、ボラティリティが高まる傾向がみられた。

そのため、今年も先進国の選挙結果は世界経済に及ぼす影響とともに注目されてきた。  

一方、発展途上国においては、選挙結果が当該国の金融市場の混乱に留まらず、しばし

ば社会的な混乱を引き起こしている。特にアフリカ諸国では、結果が確定した後に敗者

や敗者を支援する市民による暴動や紛争が発生し、大きな経済的損失を招くことも多い。  

アフリカ諸国の多くでは、1990 年から民主化が進み、形式的には政党政治が進展し

ているが、未だに実質的な独裁政権や軍事政権が存在する国も多い。そのため、反政府

側陣営は、数年に一度の選挙での政権交代にかける思いが大きい。2010 年にコートジ

ボワール共和国で行われた大統領選挙では、決選投票の結果、両候補が勝利を主張した

ことから一連の暴動事件が発生した。アフリカのパリと言われた首都アブジャの市街は

破壊され、多くの外資系企業が撤退したため、同国の経済は大幅に落ち込んだ。（図表 1）
また、ナイジェリア連邦共和国では、民主化以降もクーデターや内戦などにより、政権

が交代する度に国内は混乱状態が続いた。2015 年の大統領選挙で初めて与党から野党

に平和裏に政権が交代した。  

そして、明日 8 月 8 日にケニア共和国（以下、ケニア）では 5 年に一度の大統領選挙

が実施される。  

ケニアでは、2007 年の選挙時に選挙結果を不服とする野党の反発により、国内が紛

争状態となり、多くの死者を出した。その後、世界銀行、IMF および開発機関による援

助により、首都ナイロビを中心にインフラを整備し、貧困格差も解消されつつある。一

人当たりGDPは 2007年当時の 2倍以上の 1,600ドル台まで増加し、経済発展が著しい。  

2013 年の大統領選挙は、米国や欧州連合からの国際選挙監視団による監視の下で行

われ、無事終了した。当時副首相で JUBILEE 連合1代表のケニヤッタ大統領候補が過半数

                                                   
1 TNA党と URP党を中心とする大連立政権。2010年に制定された新憲法で制度化された政治的結社の形態
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をわずかに上回り、対抗馬の NASA2のオディンガ大統領候補を破って大統領に就任した。  

今回の大統領選も、現職大統領のケニヤッタ氏と前回敗北したオディンガ氏が出馬し

ている。オディンガ氏は、ケニヤッタ政権の実績に対する批判よりも、むしろ前回の選

挙や 2016 年の野党による憲法改正に対する選挙管理委員会の判断に不満を持っており、

今回の選挙が平和裏に終えられるか不安が残る。選挙に関する現地の報道も、両政権の

公約や大統領就任後の方針ではなく、選挙ルールや不正を阻止するための取り組みに関

するものが多く、本来の民主的な選挙に至っていないレベルである。  

アフリカ地域は、全般的に資源価格の低迷により、経済成長が停滞しているなかにあっ

て、ケニアは観光業、建設業および食品加工業を中心に産業の多角化が進み、2010 年

から 5％前後の高い経済成長率を維持している。また、その安定した経済基盤をもとに

東アフリカ地域のハブ機能を有し、海外からの投資も増加しており、アフリカの中では

優等生的な立場にある。  

経済成長が続き、世界銀行の基準で低中所得国3にまで順調に所得水準が上昇したケ

ニアにとって、安定した政治と経済発展は国民の願いである。政治の不安定に起因する

治安の悪化により、ケニア国内での生産活動だけでなく、海外からの投資が落ち込む可

能性もある。自由、公正、平和裏な選挙が行われるためには、国民の高い意識が求めら

れるであろう。 

図表 1 ケニア、コートシボワール、ナイジェリア経済成長率推移 

 
出典： IMF 

 
 
 
 

 

                                                                                                                                                     
であり、複数の政党が選挙協力などを目的として結成する政治組織。 

 
2 National Super Allianceの略。2017年 1月、大統領選挙のためにオディンガ氏が党首を務めるオレン

ジ民主運動党を含む野党により結成された政党連合。 
3 一人当たり GNIが 1,026ドル以上、4,035ドル以下の国。2015年にケニアの一人当たり GNIは、低中所得

国の水準に達した。アフリカ 54カ国のうち、半分以上の国は低中所得国より所得階層が低い階層に分類さ

れる。 
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当資料は情報提供のみを目的として作成されたものであり、何らかの行動を勧誘するものではありません。ご利用に関

しては、すべて御客様御自身でご判断下さいますよう、宜しくお願い申し上げます。当資料は信頼できると思われる情

報に基づいて作成されていますが、その正確性を保証するものではありません。内容は予告なしに変更することがあり

ますので、予めご了承下さい。また、当資料は著作物であり、著作権法により保護されております。全文または一部を

転載する場合は出所を明記してください。 


